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　この説明及び付表は、国会における予算審議の便に供する

ため早急に作成したので、計数その他訂正を要する場合もあ

ることを了承されたい。

　なお、前年度予算額は、補正後の計数である｡

　また、計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっている

ので、端数において合計とは合致しないものがある。

（符号：原則として｢ 0 ｣＝単位未満、｢─｣＝皆無）
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　令和 8年度補正予算（第 1号及び特第 1号）は、
中東情勢が不透明である中、今後の物価動向や経
済に与える影響を注視しつつ、経済活動や国民の
暮らしに支障が生じないよう適切に判断し、必要
に応じてタイムリーに対応するため、「リスクの
最小化」の観点から、万全の備えとして必要な経
費の追加等を行うものである。
1  　一般会計における歳出の追加事項は、（1）重
点支援地方交付金 100,000百万円、（2）今後へ
の万全の備え 3,013,505 百万円（①予備費
513,505 百万円、②中東情勢等対応予備費
2,500,000百万円）であり、今回の補正による一
般会計の歳出総額の増加は 3,113,505百万円と
なる。

　 　次に、歳入については、「財政運営に必要な
財源の確保を図るための公債の発行の特例に関
する法律」（平 24法 101）第 3条第 1項の規定に
よる公債の増発により、公債金 3,113,505百万
円を増額することとしている。この結果、公債
依存度は 26.1％（当初予算 24.2％）となる。

　 　なお、上記のとおり、特例公債を増発するこ
ととなるが、国債発行予定額全体の中で調整を
行うことで、8年度の市中への国債発行総額を
増やさずに対応することとしている。

2  　特別会計予算においては、以上の一般会計予
算補正に関連して、予算総則について、所要の
補正を行うこととしている。

第 1　総　　　　　説
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第 2　一　般　会　計
　令和８年度一般会計歳入歳出予算は、今回の予算補正によって次のとおりとなる。

歳　出（百万円） 歳　入（百万円）
成立予算額 122,309,247 122,309,247

　 追 加 額 3,113,505 3,113,505

　 修正減少額 ― ―
　 差 引 額 3,113,505 3,113,505

改 予 算 額 125,422,752 125,422,752

　今回の歳入歳出の補正の内訳は、次のとおりである。

（単位　百万円）

歳 出 の 補 正 歳 入 の 補 正
重 点 支 援 地 方 交 付 金 100,000 特 例 公 債 金 3,113,505
今 後 へ の 万 全 の 備 え 3,013,505
　 予 備 費 513,505
　 中東情勢等対応予備費 2,500,000

合　　　　　計 3,113,505 合　　　　　計 3,113,505
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1�　重点支援地方交付金
追 加 100,000（百万円）

　 　上記の追加額は、特別高圧電力やＬＰガス利
用者への支援など、地域の実情に応じた支援を
実施するための交付金の交付に必要な経費であ
る。
2　今後への万全の備え
追 加 3,013,505（百万円）

（ 1）　予　備　費
追 加 513,505（百万円）

　 　上記の追加額は、今後の災害対応等を勘案し

た予見し難い予算の不足に充てるための予備費
を、当初予算の 1兆円に復元するものである。

（ 2）　中東情勢等対応予備費
追 加 2,500,000（百万円）

　 　上記の追加額は、中東情勢に伴うエネルギー
価格の高騰など我が国経済への影響への対応に
要する経費その他の中東情勢をはじめとする国
際情勢の変化に伴う我が国への影響への対応に
係る緊急を要する経費の予見し難い予算の不足
に充てるための予備費である。

（A）　歳　　　出
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（B）　歳　　　入
　歳入の内訳は、次のとおりである。

（単位　百万円）

8　　　　　年　　　　　度
7　　年　　度

当　　　　初 補　　　　正 　　　　計
公 債 金 29,584,000 3,113,505 32,697,505 40,343,072

そ の 他 92,725,247 ― 92,725,247 93,158,147

計 122,309,247 3,113,505 125,422,752 133,501,220

公　　債　　金
8 年度（百万円） 7 年度（百万円）

当 初 29,584,000
　 公 債 金 6,716,000
　 特例公債金 22,868,000
補 正 3,113,505
　 公 債 金 ―
　 特例公債金 3,113,505

計 32,697,505 40,343,072

　 　上記補正額（特例公債金）は、「財政運営に必
要な財源の確保を図るための公債の発行の特例
に関する法律」（平 24法 101）第 3条第 1項の規
定による公債発行予定額の増加に伴う公債金収
入の増加額を計上したものである。

　 　なお、上記のとおり、特例公債を増発するこ
ととなるが、国債発行予定額全体の中で調整を
行うことで、8年度の市中への国債発行総額を
増やさずに対応することとしている。
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国債整理基金特別会計
　 　「特別会計に関する法律｣（平 19法 23）第 47

条第 1項の規定により令和 8年度において翌年

度における国債の整理又は償還のため借換国債
を発行することができる限度額｢50,000,000

百万円｣を｢46,886,495百万円｣に改める｡

第 3　特　別　会　計

（　　）5



1　令和 8年度一般会計歳入歳出予算補正（第 1号）経常部門及び投資部門区分表
（単位　億円）

区　　　　　　　分 8 年 度 成 立
予 算 額（ Ａ ）

改　 8　年　度
予 算 額（ Ｂ ）

比較増△減額
（Ｂ－Ａ）

Ⅰ　 経 常 部 門
　（歳　　　　　　入）
租 税 及 印 紙 収 入 836,841 836,841 —
税 外 収 入 84,066 84,066 —
公 債 金 228,680 259,815 31,135
小　　　　　　　　　計 1,149,587 1,180,722 31,135
投 資 部 門 へ 充 当 △ 2,345 △ 2,345 —

計 1,147,242 1,178,377 31,135
　（歳　　　　　　出）
一 般 経 費 1,137,242 1,138,242 1,000
中 東 情 勢 等 対 応 予 備 費 — 25,000 25,000
予 備 費 10,000 15,135 5,135

計 1,147,242 1,178,377 31,135
Ⅱ　 投 資 部 門
　（歳　　　　　　入）
租 税 及 印 紙 収 入 509 509 —
税 外 収 入 5,829 5,829 —
公 債 金 67,160 67,160 —
前 年 度 剰 余 金 受 入 7 7 —
小　　　　　　　　　計 73,506 73,506 —
経 常 部 門 か ら 充 当 2,345 2,345 —

計 75,850 75,850 —
　（歳　　　　　　出）
公共事業関係費、施設費等 75,850 75,850 —

Ⅲ　 合 計 1,223,092 1,254,228 31,135

（備考）1　 8年度の補正（第 1号）後の公債金収入の総額は 326,975億円であり、その内訳は次のとおりである。
　　　　⑴ 　経常部門の「公債金」（259,815億円）は、「財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の

特例に関する法律」（平 24法 101）第 3条第 1項の規定により発行する公債の収入である。
　　　　⑵ 　投資部門の「公債金」（67,160億円）は、「財政法」（昭 22法 34）第 4条第 1項ただし書の規定により発

行する公債の収入である。
　　　 2　「公共事業関係費、施設費等」には、出資金及び貸付金が含まれる。

付　　表
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2　令和 8年度一般会計歳入歳出予算補正（第 1号）額調
（ 1）　歳入予算補正区分表

（単位　千円）

区　　　　　分 8 年 度 成 立
予 算 額

補　　　　正　　　　額 改　8　年　度
予 算 額追 加 額 修 正 減 少 額 差 引 額

租 税 及 印 紙 収 入 83,735,000,000 — — — 83,735,000,000
官業益金及官業収入 54,375,414 — — — 54,375,414
政 府 資 産 整 理 収 入 180,961,066 — — — 180,961,066
雑 収 入 8,754,177,301 — — — 8,754,177,301
公 債 金 29,584,000,000 3,113,504,625 — 3,113,504,625 32,697,504,625
前 年 度 剰 余 金 受 入 733,254 — — — 733,254

計 122,309,247,035 3,113,504,625 — 3,113,504,625 125,422,751,660

（ 2）　歳出予算補正主要経費別表

（単位　千円）

事　　　　　項 8 年 度 成 立
予 算 額

補　　　　正　　　　額 改　8　年　度
予 算 額追 加 額 修 正 減 少 額 差 引 額

社 会 保 障 関 係 費
　 1　 年 金 給 付 費 13,901,163,513 — — — 13,901,163,513
　 2　 医 療 給 付 費 12,689,519,923 — — — 12,689,519,923
　 3　 介 護 給 付 費 3,780,595,134 — — — 3,780,595,134
　 4　 少 子 化 対 策 費 3,533,530,924 — — — 3,533,530,924
　 5　 生活扶助等社会福

祉費 4,727,679,813 — — — 4,727,679,813

　 6　 保健衛生対策費 377,752,686 — — — 377,752,686
　 7　 雇用労災対策費 45,646,721 — — — 45,646,721

計 39,055,888,714 — — — 39,055,888,714
文教及び科学振興費
　 1　 義務教育費国庫負

担金 1,711,817,000 — — — 1,711,817,000

　 2　 科学技術振興費 1,437,761,978 — — — 1,437,761,978
　 3　 文 教 施 設 費 71,229,524 — — — 71,229,524
　 4　 教育振興助成費 2,698,327,769 — — — 2,698,327,769
　 5　 育 英 事 業 費 121,501,627 — — — 121,501,627

計 6,040,637,898 — — — 6,040,637,898
国 債 費 31,275,781,002 — — — 31,275,781,002
恩 給 関 係 費 49,297,062 — — — 49,297,062
地 方 交 付 税 交 付 金 20,062,198,647 — — — 20,062,198,647
地 方 特 例 交 付 金 815,600,000 — — — 815,600,000
防 衛 関 係 費 8,984,342,902 — — — 8,984,342,902
　 下 記 繰 入 除 く 8,984,342,902 — — — 8,984,342,902
　 防衛力強化資金繰入 — — — — —
公 共 事 業 関 係 費
　 1　 治山治水対策事業

費 967,942,000 — — — 967,942,000
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（単位　千円）

事　　　　　項 8 年 度 成 立
予 算 額

補　　　　正　　　　額 改　8　年　度
予 算 額追 加 額 修 正 減 少 額 差 引 額

　 2　 道路整備事業費 1,678,341,000 — — — 1,678,341,000
　 3　 港湾空港鉄道等整

備事業費 417,947,000 — — — 417,947,000

　 4　 住宅都市環境整備
事業費 732,144,000 — — — 732,144,000

　 5　 公園水道廃棄物処
理等施設整備費 244,377,000 — — — 244,377,000

　 6　 農林水産基盤整備
事業費 613,713,000 — — — 613,713,000

　 7　 社会資本総合整備
事業費 1,312,611,000 — — — 1,312,611,000

　 8　 推 進 費 等 78,896,000 — — — 78,896,000
　　小　　　　　計 6,045,971,000 — — — 6,045,971,000
　 9　 災害復旧等事業費 61,781,000 — — — 61,781,000

計 6,107,752,000 — — — 6,107,752,000
経 済 協 力 費 510,811,455 — — — 510,811,455
中 小 企 業 対 策 費 169,953,656 — — — 169,953,656
エ ネ ル ギ ー 対 策 費 800,115,081 — — — 800,115,081
食料安定供給関係費 1,272,869,589 — — — 1,272,869,589
そ の 他 の 事 項 経 費 6,163,999,029  100,000,000 —  100,000,000 6,263,999,029
　　　 皇 室 費 12,583,203 — — — 12,583,203
　　　 国 会 135,399,813 — — — 135,399,813
　　　 裁 判 所 349,473,805 — — — 349,473,805
　　　 会 計 検 査 院 16,927,629 — — — 16,927,629
　　　 内 閣 121,486,414 — — — 121,486,414
　　　 内 閣 府 727,878,604  100,000,000 —  100,000,000 827,878,604
　　　 デ ジ タ ル 庁 519,802,203 — — — 519,802,203
　　　 防 災 庁 2,414,573 — — — 2,414,573
　　　 総 務 省 272,840,408 — — — 272,840,408
　　　 法 務 省 788,144,531 — — — 788,144,531
　　　 外 務 省 390,511,278 — — — 390,511,278
　　　 財 務 省 1,109,696,287 — — — 1,109,696,287
　　　 文 部 科 学 省 212,940,817 — — — 212,940,817
　　　 厚 生 労 働 省 243,222,013 — — — 243,222,013
　　　 農 林 水 産 省 223,047,750 — — — 223,047,750
　　　 経 済 産 業 省 147,374,090 — — — 147,374,090
　　　 国 土 交 通 省 799,555,931 — — — 799,555,931
　　　 環 境 省 90,699,680 — — — 90,699,680
中東情勢等対応予備費 — 2,500,000,000 — 2,500,000,000 2,500,000,000
予 備 費 1,000,000,000 513,504,625 — 513,504,625 1,513,504,625
合　　　　　　　計 122,309,247,035 3,113,504,625 — 3,113,504,625 125,422,751,660
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（ 3）　歳出予算補正所管別表
（単位　千円）

所　　管　　別 8 年 度 成 立
予 算 額

補　　　　正　　　　額 改　8　年　度
予 算 額追 加 額 修 正 減 少 額 差 引 額

皇 室 費 12,583,203 — — — 12,583,203
国 会 136,495,199 — — — 136,495,199
裁 判 所 349,473,805 — — — 349,473,805
会 計 検 査 院 16,927,629 — — — 16,927,629
内 閣 124,131,262 — — — 124,131,262
内 閣 府 5,288,994,416  100,000,000 —  100,000,000 5,388,994,416
デ ジ タ ル 庁 519,802,203 — — — 519,802,203
防 災 庁 2,414,573 — — — 2,414,573
総 務 省 21,270,118,420 — — — 21,270,118,420
法 務 省 788,144,531 — — — 788,144,531
外 務 省 776,257,612 — — — 776,257,612
財 務 省 33,611,603,647 3,013,504,625 — 3,013,504,625 36,625,108,272
文 部 科 学 省 5,880,875,949 — — — 5,880,875,949
厚 生 労 働 省 35,043,329,370 — — — 35,043,329,370
農 林 水 産 省 2,119,529,574 — — — 2,119,529,574
経 済 産 業 省 869,445,245 — — — 869,445,245
国 土 交 通 省 6,199,307,524 — — — 6,199,307,524
環 境 省 315,469,971 — — — 315,469,971
防 衛 省 8,984,342,902 — — — 8,984,342,902
合　　　　　　　計 122,309,247,035 3,113,504,625 — 3,113,504,625 125,422,751,660
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